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Ⅰ．総   括  

 

１．概 要 

本県は、九州の西北部に位置し、東西213㎞、南北307㎞におよぶ県域であり、陸地（平成28

年10月1日現在、総面積4,132.20㎢ 国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」）は平坦地に

乏しく、いたるところに山岳、丘陵が起伏し、多くの島嶼を抱え、海岸線の多くは半島、岬と湾、入

江から形成されており、海岸線の延長は4,183㎞（平成28年3月31日現在）におよび、北海道に

次ぎ全国第二位の長さとなっている。 

本県は、その地理的位置取りから、歴史上、長くアジアとの交流の玄関口となり、近世におい

ても、ヨーロッパや中国に開かれた唯一の窓口としての役割を果たした。 

 

２．総人口と労働力人口の動向 

国勢調査人口の推移をみると、大正9年以降、本県の人口は増加を続け、昭和35年には最も

多い1,760,421人に達した。昭和36年以降は、日本経済の高度成長による大都市への人口集中

傾向と、主要産業であった炭鉱の閉山等もあって人口の県外流出が著しくなり、昭和40年からは

減少に転じた。昭和50年に増加に転じ、昭和60年までは増加を続けたものの、平成2年から再び

減少となった。平成27年の国勢調査によると、人口は1,377,187人で世帯数は560,720世帯とな

っている。 

平成28年10月1日現在の人口は1,366,514人で世帯数562,887世帯となっている。 

 

表１ 長崎県の人口の動き             単位：人 

年次 

人   口  

総 数 

   増減率 

（%） 

年齢別 

男 女 １４歳以下 １５歳～６４歳 ６５歳以上 

昭和 60年 1,593,968 757,617 836,351 0.21 361,823 1,038,396 193,605 

平成 2 年 1,562,959 736,729 826,230 ▲ 1.95 316,761 1,016,338 228,991 

平成 7 年 1,544,934 726,894 818,040 ▲ 1.15 277,263 993,783 273,335 

平成 12年 1,516,523 712,346 804,177 ▲ 1.84 243,046 956,692 315,871 

平成 17年 1,478,632 691,444 787,188 ▲ 2.50 215,987 913,224 348,820 

平成 22年 1,426,779 665,899 760,880 ▲ 3.51 193,428 857,416 369,290 

平成 27年 1,377,187 645,763 731,424 ▲ 3.48 177,562 784,862 404,686 

国勢調査より（各年10月1日現在）（注）年齢不詳があるため、総数は内訳とは一致しない。 
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次に、労働力人口の動向を見ると、15歳以上の人口1,189,548人のうち、労働力人口 (就業

者+完全失業者 )は673,891人である。15歳以上の人口に占める労働力人口の割合 (労働力

率)は57.4%となっている。 

また、15歳以上の就業人口は644,154人で平成22年より1.0%減少した。産業別の割合は、

第1次産業、第2次産業で減少し、第3次産業は増加している。 

 

表２ 労働力人口の状況                 単位：人 

年 次 
15 歳以上 

人口 

労働力人口 
非労働力人口 

労働力率 

総数 就業者 完全失業者 （%） 

昭 和 60 年 １,232,001 733,093 701,157 31,936 497,781 59.5% 

平 成 2 年 1,245,329 732,039 706,441 25,598 511,974 58.8% 

平 成 7 年 1,267,118 757,787 725,810 31,977 507,702 59.8% 

平 成 12 年 1,272,563 737,915 702,091 35,824 530,772 58.0% 

平 成 17 年 1,262,044 726,965 679,847 47,118 525,208 58.1% 

平 成 22 年 1,226,706 697,279 650,972 46,307 516,248 57.5% 

平 成 27 年 1,189,548 673,891 644,154 29,737 500,903 57.4% 

資料出所： 総務省統計局 「国勢調査」（各年 10 月 1 日現在） 

※ 労働力率 ＝（労働力人口(総数)／15 歳以上人口）×100 （平成 17 年以降は、労働力状態「不詳」を除く。） 

 

表３ 産 業 別 就 業 者 数                  単位：人 

  総 数 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 分類不能 

平成 12 年 
702,091 67,198 165,956 466,197 2,740 

(100.0) (9.6) (23.7) (66.7) (-) 

平成 17 年 
679,847 62,011 140,390 473,801 3,645 

(100.0) (9.2) (20.8) (70.0) (-) 

平成 22 年 
650,972 51,695 127,183 450,757 21,337 

(100.0) （8.2） （20.2） （71.6） （-） 

平成 27 年 
644,154 47,812 125,674 450,488 20,180 

(100.0) （7.7） （20.1） （72.2） （-） 

資料出所： 総務省統計局「国勢調査」  （ ）内は構成比 （分母から「分類不能の産業」を除いて計算している。） 
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３．産業の状況  

本県は、その地理的・歴史的環境の中、石炭・造船業を中心に栄え、我が国の戦後の高度成長を支

えてきた。 

その後のエネルギー革命を経て石炭産業が衰退したものの、造船業はいわゆる造船不況等の

産業構造の変革期を経て、高操業を続けてきた。最近は、新船の建造需要が低迷している中で、

このところの高付加価値船の需要の高まりや為替の円安化により受注環境に改善がみられ、当

時の受注残を消化しながら中堅、中小造船も高操業を維持している。 

本県の主な産業は、基幹産業の造船業、水産業、観光産業のほか、食料品、窯業、金属製

品、一般機械器具製造業、電子部品・デバイス製造業があるが、平成26年度の県内総生産に占

める産業別の構成比を見ると、第 2次産業は16.2%（全国 24.7%）、第 3次産業は80.1%（全国

73.3%）となっており、全国に比して第3次産業の占める割合が高くなっている。そのうえ、本県の

製造業は、造船、一般機械、重電・電気製品などの機械金属工業に特化しており、これらの企業

の動向に直接影響を受けやすい産業構造となっている。 

平成24年経済センサス－活動調査によると、事業所数（民営）は63,275所で、これを産業別に

みると、「卸売業、小売業」が全事業所の29.1%（18,444所）を占めて最も多く、次いで「宿泊業、

飲食サービス業」12.5%（7,924所）、「生活関連サービス業、娯楽業」9.8%（6,182所）、「建設業」

9.3％（5,872所）、「医療、福祉」7.8%（4,957所）の順となっており、第3次産業で全体の83.2%を占

めている。 

一方、従業者数は551,755人で、これを産業別にみると、「卸売業、小売業」が全従業者の

21.0%（116,059人）を占め、次いで「医療、福祉」17.0%（94,061人）、「製造業」12.7%（70,305人）、

「宿泊業、飲食サービス業」10.5%（58,151人）、「建設業」7.8%（42,418人）の順となっており、第3

次産業で全体の78.0%を占めている。 

 

Ⅱ. 雇用失業情勢 

 

１．地域経済情勢 

平成 28 年度における県内経済の状況は、個人消費は全体としては底堅く推移し、緩やかな回復基

調で推移している。 

基幹産業である造船業では、新規受注環境は厳しい状況が続いているが、生産面では受注残を消

化しながら高めの操業度を維持している。機械・重電機器では、原動機を中心に高めの操業度を継続し、

電子部品等では、前半は中国や新興国の景気下振の影響をうけたものの、後半にかけて新機種のスマ

ートフォンや車載向けが好調な動きとなり、持ち直しの動きとなっている。 
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図１　有効求人、有効求職、有効求人倍率の推移
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公共投資は、大型案件を中心に増加し、住宅投資は大幅に緩和した金融環境を背景に持ち直しの

動きとなっている。こうした中、観光関連では、熊本地震の影響が一部にみられたが、夏場以降は「九州

ふっこう割引」や大型観光企画により回復に向かっており、国際クルーズ船の寄港増加を背景として全

体としては緩やかな回復基調となっている。 

 

２．一般労働市場  

  （１）求職の状況 

平成 28 年度の新規求職者数は 76,999 人（前年

度比 4.5%減）となっており、このうち一般求職者は

50,191 人（同 6.2%減）で、パート求職者は 26,808 人

（同 1.3%減）であった。 

有効求職者数は 290,074 人（前年度比 5.7%減）と

なっており、このうち一般求職者は 187,116 人（同

7.3%減）で、パート求職者は 102,958 人（同 2.6%減）

となった。 

事業縮小等による希望退職者の募集、小規模事業所等の倒産、解雇等の発生はあったものの、景気

の緩やかな回復と金融緩和が施行されている中で、企業の倒産件数も低水準で事業主都合離職者が

減少したことなどから、新規求職者数は 6 年連続で対前年度比減となり、有効求職者数も 7 年連続で同

比減となった。 

新規常用求職者（パートを含む）を求職時の状況別で見ると、対前年度比で在職者は 2.0%減、事業主

都合離職者は 7.3%減、自己都合離職者は 2.3％減、無業者は 11.8%減となった。 

  

  （２）求人の状況 

平成 28 年度の新規求人数は 123,136 人（前年度

比 4.6%増）となっており、このうち一般求人数は

71,988 人（同 5.5%増）で、パート求人数は 51,148 人

（同 3.3%増）であった。 

有効求人数は、331,627 人（前年度比 6.9%増）とな

っており、このうち一般求人数は 194,737 人（同 7.5%

増）で、パート求人数は 136,890 人（同 6.0%増）となっ

た。 

このように新規求人・有効求人とも、景気の緩やかな回復基調の中で、求人意欲の高まりや人手不足

図2　平成28年度　産業別新規求人の割合
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と相俟って増加となった。 

また、新規求人の動向を主要産業別に見ると、「建設業」、「製造業」、「運輸業、郵便業」、「宿泊業、

飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「医療、福祉」、「サービス業（他に分類されないも

の）」で対前年度比増加し、「卸売業・小売業」で同比減少した。 

 

  （３）求人倍率の状況 

平成28年度の有効求人倍率（季節調整値）は、

上述した求人・求職の状況から、平成28年4月の

1.12倍から、平成28年8月には1.16倍まで回復し

たが総じて横ばい圏内で推移した。 

平成28年度平均の有効求人倍率(原数値)は

1.14倍と、対前年度比0.13ポイントの上昇となり、

7年連続で同比を上回った。 

 

  （４）就職の状況 

平成28年度の就職件数は30,830件で、対前

年度比4.0%減となった。 

雇用形態別で前年度と比較すると、一般で

2.7%減、パートは5.9%減となった。 

就職率は40.0%で前年度を0.02ポイント上回

った。 

また、雇用保険受給者の就職件数は7,388件

で、対前年度比1.7%増となり、全就職件数に占める割合は24.0%となった。 

雇用保険受給者の就職率は38.3%で前年度を0.7ポイント下回った。 

 

  （５）充足の状況 

平成28年度の充足数は29,127件で、対前年

度比4.6%減となった。 

雇用形態別で前年度と比較すると、一般で

3.6%減、パートは6.1%減となった。 

充足率は23.7%で前年度を2.2ポイント下回っ

た。 

図3　有効求人倍率の推移
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図5　充足件数・充足率の推移
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図4　就職件数・就職率の推移
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３．新規学卒者労働市場  

平成29年3月新規学校卒業者の労働市場のうち、平成29年3月末現在における県内の求人に

ついては、景気の緩やかな回復基調の中で、企業の採用意欲も高く、労働局・長崎県・学校関

係者幹部による早期求人提出要請などの取組みを行った結果、高校では4,614人で前年同期に

比べ525人(12.8%)の増となった。 

また、平成 29年3月末現在の就職率は、高校で98.8%（前年同期 98.8%）、大学で97.0%（同

94.5%）、短大で96.0%（同94.8%）と、高校では同水準、大学、短大では前年度を上回った。 

なお、県内就職率は、高校で53.4%（同51.0%）と前年度を上回り、大学で39.2%（同39.6%）と前年度をや

や下回った。 

 

４．地域労働市場 

  （１）県南地域（ハローワーク長崎・西海） 

県都長崎市を中心に西彼杵半

島地域からなる県南地域は、県内

の商工業や政治・経済の中心地域

となっている。 

主要産業の動向は、基幹産業

である造船業を中心とした製造業

は高水準で推移し、観光関連需要

では熊本地震の影響が一部にみら

れたものの、九州ふっこう割引や大

型クルーズ船の寄港増加を背景に

持ち直した。 

公共投資は、着工中の新幹線

関連工事や新県庁舎建築等の大

型公共工事を中心に増加しており、

今後も新市役所庁舎建築や新幹線開通に伴う駅周辺の再開発計画など労働力需要がますま

す高まることが見込まれる。 

平成28年度の雇用失業情勢は、新規求人数では、「運輸業・郵便業」、「宿泊業・飲食サービス

業」、「生活関連サービス業・娯楽業」、「サービス業（他に分類されないもの）」で減少したものの、公

共投資の増加や高付加価値船の建造などを受けて、「建設業」、「製造業」、等で増加した。全体

では対前年度比1.3%（595人）増と、7年連続で増加となった。 

表４ 県南地区主要指標 

主要指標 長崎所 西海所 県南地区計 

人口 ※1 501,860 28,691 530,551 

面積 ※2 455.53 241.59 697.12 

労働力人口 ※3 240,776 14,396 255,172 

就業者数 ※3 230,104 13,934 244,038 

雇用者数 ※3 196,255 10,653 206,908 

完全失業者数 ※3 10,672 462 11,134 

事業所数 ※4 21,841 1,187 23,028 

従業者数 ※4 226,121 10,296 236,417 

雇用保険適用事業所数 ※6 8,826 476 9,302 

雇用保険被保険者数 ※6 152,673 7,056  159,729 

雇用保険受給者実人員 ※7 1,776 95 1,871 

月間有効求人数 ※8 117,057 4,972 122,029 

月間有効求職者数 ※8 114,955 4,007 118,962 

月間有効求人倍率 ※9 1.02 1.24 1.03 
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新規求職者については、前年度比1.7%（522人）の増加となった。 

このため、有効求人数が対前年度比2.8%（3,381人）増加し、有効求職者は同比2.5%（3,103

人）の減少となったことから、有効求人倍率は前年度より0.06ポイント上昇し、1.03倍となった。 

 

  （２）県北地域（ハローワーク佐世保・江迎） 

県内第二の都市である佐世保

市を中心とした県北地域の主要産

業の動向は、造船業では、受注残

を消化しながら高操業を維持して

おり、企業進出等を背景に緩やか

に改善している。 

観光では、熊本地震により一時

観光客は減少したものの。大型観

光施設の集客施策の奏功や、外

国クルーズ船の寄港増加により堅

調に推移した。 

このような景気回復を背景に平

成 28年度の雇用失業情勢は、新

規求人数では「卸売業・小売業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」で減少したものの、「建設業」、「製造業」、「運輸業・郵便

業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サービス業」、「医療・福祉」からの求人が増加し、

全体で対前年度比9.3%（2.902人）の増加となった。 

一方、新規求職者については、対前年度比13.0%（2,728人）の減少となった。 

このため、有効求人数は対前年度比 13.2%（10,936人）増加し、有効求職者は同比 11.1%

（8,338人）減少となったことから、有効求人倍率は前年度より0.30ポイント上昇し、1.40倍と県下

で最も高い求人倍率であった。 

 

  （３）県央地域（ハローワーク諫早・大村・島原） 

県内の中央に位置し、交通の要衝となっている地域であり、流通の面からも各産業の立地に

適している。 

県央地域の主力産業である電子部品・デバイス・電子回路製造業では、前半は海外需要を中

心に減速感がみられ生産面では減少傾向で、後半には新機種のスマートフォンや車載向けで持

表５ 県北地区主要指標 

主要指標 佐世保所 江迎所 県北地区計 

人口 ※1 261,647 65,207 326,854 

面積 ※2 421.56 427.92 849.48 

労働力人口 ※3 126,370 32,527 158,897 

就業者数 ※3 119,954 31,225 151,179 

雇用者数 ※3 101,676 23,658 125,334 

完全失業者数 ※3 6,416 1,302 7,718 

事業所数 ※4 -※5 -※5 14,696 

従業者数 ※4 -※5 -※5 122,688 

雇用保険適用事業所数 ※6 4,929 1,175 6,104 

雇用保険被保険者数 ※6 72,718 13,887 86,605 

雇用保険受給者実人員 ※7 969 196 1,165 

月間有効求人数 ※8 81,736 11,963 93,699 

月間有効求職者数 ※8 54,802 12,070 66,872 

月間有効求人倍率 ※9 1.49 0.99 1.40 
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ち直しの動きがみられたものの、生産水準では前年を下回っている。 

平成28年度の雇用失業情勢

は、新規求人数では、「製造業」、

「運輸業・通信業」、「卸売業・小

売業」、「宿泊業・飲食サービス

業」、「生活関連サービス業・娯

楽業」、で減少し、「建設業」、

「医療・福祉」、「サービス業（他

に分類されないもの）」で増加し

た。全体では対前年度比 4.2%

（1,453人）の増加となり、新規求

職者については、対前年度比

5.2%（1,234人）の減少となった。 

このため、有効求人数は対前

年度比 6.2%（5,579人）増加し、

有効求職者は同比5.5%（4,838人）減少となったことから、有効求人倍率は前年度より0.13ポイン

ト上昇し、1.15倍となった。 

 

（４）離島地域（ハローワーク五島・対馬・壱岐） 

本県の大きな特徴の一つとし

て有人の島が多数存在している。

五島、対馬、壱岐の3大離島地

域は、本土から遠く離れているこ

とから製造工場の立地が少なく、

第一次産業や建設業及び観光

関連産業が主な産業となってい

る。 

主要産業の動向は、第一次

産業では、人口流出・少子高齢

化等による従業員の高齢化や後

継者不足により経営環境が厳し

くなっている。建設業では、一部

表６ 県央地区主要指標 

主要指標 諫早所 大村所 島原所 県央地区計 

人口 ※1 182,193 130,013 91,971 404,177 

面積 ※2 556.10 294.26 253.08 1,103.44 

労働力人口 ※3 93,278 65,886 46,042 205,206 

就業者数 ※3 89,261 63,155 44,303 196,719 

雇用者数 ※3 71,541 52,467 30,174 154,182 

完全失業者数 ※3 4,017 2,731 1,739 8,487 

事業所数 ※4 7,995 5,088 5,232 18,315 

従業者数 ※4 73,652 45,222 35,014 153,888 

雇用保険適用事業所数 ※6 3,166 2,005 1,749 6,920 

雇用保険被保険者数 ※6 46,698 29,150 19,826 95,674 

雇用保険受給者実人員 ※7 630 478 309 1,417 

月間有効求人数 ※8 51,719 27,182 17,131 96,032 

月間有効求職者数 ※8 38,160 28,732 16,940 83,832 

月間有効求人倍率 ※9 1.36 0.95 1.01 1.15 

表７ 離島地区主要指標 

主要指標 五島所 対馬所 壱岐所 離島地区計 

人口 ※1 57,045 31,457 27,103 115,605 

面積 ※2 634.09 708.65 139.42 1482.16 

労働力人口 ※3 25,585 15,479 13,552 54,616 

就業者数 ※3 24,382 14,807 13,029 52,218 

雇用者数 ※3 18,630 11,031 9,188 38,849 

完全失業者数 ※3 1,203 672 523 2,398 

事業所数 ※4 3,632 2,008 1,596 7,236 

従業者数 ※4 19,431  9,664  9,667 38,762 

雇用保険適用事業所数 ※6 1,051 713 608 2,372 

雇用保険被保険者数 ※6 10,350 5,244 5,432 21,026 

雇用保険受給者実人員 ※7 213 95 70    378 

月間有効求人数 ※8 10,703 5,399 3,765 19,867 

月間有効求職者数 ※8 11,055 5,455 3,898 20,408 

月間有効求人倍率 ※9 0.97 0.99 0.97 0.97 
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の地域を除いて政府の経済対策も終了し、公共工事が減少して弱い動きとなっている。また、対

馬においては、韓国からの観光客が増加しており、宿泊施設の新規開設など観光振興だけでは

なく、雇用面への波及効果もみられる。 

平成28年度の雇用失業情勢は、新規求人数では「建設業」で減少したものの、観光関連需要

による「卸売・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」で増加し、さらに、高齢化が進む「医療・福

祉」で増加したため、全体では対前年度比5.9%（420人）の増加となった。 

一方、新規求職者については、対前年度比3.9%（209人）の減少となった。 

このため、有効求人数は対前年度比8.0%（1,477人）と増加し、有効求職者は同比5.7%（1,223

人）の減少となったことから、有効求人倍率は前年度より0.12ポイント上昇し、0.97倍となった。 

（注）※1は総務省平成27年「国勢調査」、※2は国土地理院平成27年10月1日「全国都道府県市町村別面積調」、※3は総務省平成27

年「国勢調査」、※4は総務省平成24年経済センサス-活動調査（国・地方公共団体の事業所は調査対象外、事業所数には、

事業内容不詳を含まない。）による。 

   ※5は佐世保市がハローワーク佐世保管内とハローワーク江迎管内にまたがっているため、県北地区計のみ記載。 

   ※6は平成29年3月末現在の数値、※7は平成28年度月平均、※8は平成28年度の累計値、※9は平成28年度の平均値。 

   表-5の※１、※2、※3については、佐世保所（佐世保市のうち江迎町・鹿町町を除く）と江迎所（佐世保市のうち江迎町・鹿

町町を含む）は管内の数値。 

 

５．雇用保険業務の状況 

  （１）適用業務 

平成 28年度における雇用保険の適用状況をみると、平成 29年 3月末の適用事業所数は

24,698事業所で対前年同期比0.8%（205事業所）増と11年連続で増加した。 

また、被保険者数は363,034人で、同比2.2%(7,926人)増となり、13年連続で増加となった。 

これを産業別構成比でみると、適用事業所数では、「卸売業、小売業」18.2%、「医療、福祉」

16.4%、「建設業」16.1%、「製造業」10.8%などが高く、「鉱業、砕石業、砂利採取業」0.1%、「電気・

ガス・熱供給・水道業」0.1%、「情報通信業」0.9%、「漁業」1.0%、「金融業、保険業」1.0％、「農業、

林業」1.3%などが低かった。 

被保険者数では、「医療、福祉」25.3%、「製造業」16.8%、「卸売業・小売業」13.2%などが高く、

「鉱業、砕石業、砂利採取業」0.1%、「電気・ガス・熱供給・水道業」0.5%、「農業、林業」0.6%、「漁

業」0.7%、「不動産業、物品賃貸業」0.9%などが低かった。 

また、事務組合の委託状況について、29年3月末の委託事業所数は7,158事業所で前年同期

比1.2％（88事業所）の増加、被保険者数は44,809人で同比2.2％（501人）の増加となった。 

全適用事業所に対する委託率は29.0%で、同比と0.1ポイントの増加となった。 
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  （２）雇用継続給付業務 

高年齢雇用継続給付は、受給者が27,684人で前年度比 2.1%（595人）減、支給金額は

1,263,595千円で同比1.1%（14,091千円）の減少となった。 

育児休業給付では、基本給付金の受給者が13,517人で同比13.2%（1,577人）増、支給金額

は3,193,936千円で同比12.6%（357,352千円）の増加となった。 

介護休業給付では、受給者が129人で同比2.4%（3人）増、支給金額は25,197千円で同比

25.7%（5,157千円）の増加となった。 

 

  （３）給付業務 

平成28年度における一般求職者給付は、受給資格決定件数が19,295件で前年度比1.9%（382件）減、

月平均の受給者実人員が5,118人で同比6.8%（372人）減、支給金額が7,031,492千円で同比

7.2%（545,573千円）の減少となった。 

また、特例一時金、高年齢求職者給付金、日雇労働求職者給付金、就職促進給付の支給

金額をみると、特例一時金が91,987千円で前年度比3.5%（3,302千円）減、高年齢求職者給付

金が570,191千円で同比9.1%（47,654千円）増、日雇労働求職者給付金が105千円で同比78.8%

（394千円）減、就職促進給付が2,008,871千円で同比5.4%（103,416千円）の増加となった。 

教育訓練給付は、受給者数が882人で前年度比8.2%（67人）増、支給金額は27,353千円で同

比9.4%（2,358千円）の増加となった。 

 

  （４）雇用保険収支状況 

平成28年度における雇用保険料の収納額は12,151,824千円で、前年度比17.4%（2,561,045

千円）の減少となった。 

一方、雇用保険の支出は、失業等給付が14,212,624千円で前年度比0.3%（47,029千円）減

少し、雇用調整助成金等の雇用安定等給付金が1,839,687千円で前年度比7.0%（120,857千

円）増加するなど、全体では16,052,416千円で同比0.5%（73,433千円）の増加となった。 

このため、雇用保険の収支率は75.7%となり、前年度（92.1%）より低下した。 
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